
初期値 目標値

R1年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R11年度

79% - - - 79% 79% 87%

- - - - -

初期値 目標値

R1年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R11年度

52% - - - 52% 52% 57%

- - - - -

初期値 目標値

R1年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R11年度

47% - - - 47% 53% 100%

- - - -  -

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

6,757 8,457 6,883 6,034

2,970 1,900 0            -

2,928 3,215 2,300 -           

12,655 13,572 9,183 6,034
<0> <0> <0> <0>

9,408 1,124

3,215 2,300

33 48

※平成２８年度以降は地籍調査費負担金及び社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分等がある。

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（令和３年６月２５日開催）

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

合計（a＋b＋c）

執行額（百万円）

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 R4年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

前年度繰越等（c）

年度ごとの目標値

127  土地分類基本調査（土地
履歴調査）を実施した面積*

実績値
評価

Ａ
年度ごとの目標値

業績指標

126① 地籍調査の進捗率（優
先実施地域での進捗率）　*

実績値
評価

B
年度ごとの目標値

126② 地籍調査の進捗率（地
籍調査対象地域全体での進捗
率）　*

実績値
評価

B

評価結果

目標達成度合いの
測定結果

　（各行政機関共通区分）

④進展が大きくない

　（判断根拠）

主要業績指標127については、目標達成に向けて順調に推移しているが、主要業
績指標126については、令和２年度は、第７次国土調査事業十箇年計画の計画期
間の初年度であり、初年度の段階では、目標達成に向けた顕著な効果が発現して
いないことから「④進展が大きくない」と判断した。

施策の分析

　主要業績指標126については、令和２年度には実績値が（①79％、②52%）となっ
たが、令和元11度までの目標（①87％、②57%)に照らすと、目標達成に向けて今後
も引き続き取組んでいく必要がある。
　主要業績指標127については、令和11年度までの目標100%に向け、順調に進展し
ている。

次期目標等への
反映の方向性

　主要業績指標126については、必要な予算の確保に向けて努力するとともに、令
和２年度に閣議決定された第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、地籍調査の
円滑化・迅速化を図るため、所有者不明等の場合でも調査を進められる新たな調
査手続の活用や、地域の特性や技術の進展に応じた効率的な調査手法の導入を
関係省庁との連携を図りつつ促進することと並行して、地方公共団体等への継続
的な支援に取り組む。あわせて、国土調査法第19条第５項に基づく民間事業者等
による地籍調査以外の測量成果の活用促進等を通じて、地籍整備を一層推進して
いく。
　主要業績指標127については、目標達成に必要な予算の確保に努め、引き続き
推進していく。

施策目標個票
（国土交通省2－㉞）

施策目標 地籍の整備等の国土調査を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

地籍の整備等の国土調査を推進し、地籍の明確化を図ること等により、土地に関する最も基礎的な情報を整備す
る。



担当部局名 不動産・建設経済局 作成責任者名
地籍整備課長
（佐々木 明徳）

政策評価実施時期 令和3年8月



業績指標１２６ 

 地籍調査の進捗率（①優先実施地域での進捗率、②地籍調査対象地域全体での進捗率） * 

 

 

（指標の定義） 

① 地籍調査の優先実施地域の面積(188,694 ㎢)に対する地籍調査実施地域の面積（令和元年度末時点 148,486 ㎢）

の割合 

② 地籍調査対象地域全体の面積(287,966 ㎢)に対する地籍調査実施地域の面積（令和元年度末時点 148,486 ㎢）の

割合 

（ともに地籍調査実施地域の面積には地籍調査に準ずる指定を受けた面積を含む。） 

（目標設定の考え方・根拠） 

第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年５月 26 日閣議決定）においては、新たな調査手続や効率的な調査手法

の導入により、第６次十箇年計画における実績事業量（約 10,000 ㎢）を勘案して、十年間に実施すべき地籍調査の

調査面積を 15,000 ㎢と設定するとともに、優先実施地域※を中心に地籍調査を実施するものとし、これまで用いてい

た「調査対象地域での進捗率」に加え、新たに「優先実施地域での進捗率」を提示した。 

これにより、優先実施地域での進捗率を全国で７９％（令和元年度末時点）から８７％（令和１１年度末時点）と

し、地籍調査対象地域全体での進捗率を全国で５２％（令和元年度末時点）から５７％（令和１１年度末時点）とす

ることを目標とする。 

※優先実施地域：土地区画整理事業等により一定程度地籍が明確化された地域、土地の取引が行われる可能性が 
低い地域（大規模な国・公有地、手を入れる必要のない天然林等）を除く地域 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 なし 

 【閣議決定】 

○国土調査法（昭和２６年法律第１８０号） 

○国土調査法施行令（昭和２７年政令第５９号） 

○国土調査促進特別措置法（昭和３７年法律第１４３号） 

○国土調査促進特別措置法施行令（昭和４５年政令第２６１号） 

○国土調査事業十箇年計画（令和２年５月２６日閣議決定） 

○都市再生基本方針（平成１４年７月１９日閣議決定 令和２年９月１日一部変更） 

・迅速な復旧・復興につながる地籍整備を促進することが重要である。（第２の２都市再生に関する施策の基本的方

針） 

・土地の境界を明確化する都市における地籍整備の緊急かつ計画的な促進を図る（同上） 

○首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成２６年３月２８日閣議決定 平成２７年３月３１日一部変更） 

・国〔国土交通省〕、都県及び市町村は、円滑に復興まちづくりが進められるよう、災害危険性の高い地域において

地籍調査の実施等を促進する（７（２）③シ） 

○地理空間情報活用推進基本計画（平成２９年３月２４日閣議決定） 

・復興事業と連携した地籍整備の促進（第１部１.（４）） 

・土地境界が不明確になった地域における地籍情報の復旧支援事業と連携した地籍整備の促進（第１部２.（１）④） 

・国土の実態を適正に把握するため、（略）地籍整備の推進等を行う（第２部１.（３）） 

・国民が継続的に正確な位置情報を利用できるよう、（略）土地境界等を明確にしておくための地籍整備を推進する

（第２部３.（１）①） 

○経済財政運営と改革の基本方針 2021（令和３年６月１８日閣議決定） 

・（略）所有者不明土地等対策について、基本方針（※）等に基づき、関係機関の体制整備も含めた所有者不明土地

の円滑な利活用・管理を図るための仕組みの充実等を行う。（第３章５．) 

（※）「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」（令和３年６月７日所有者不明土地等対策の推進のための関

係閣僚会議決定） 

○成長戦略実行計画（令和３年６月１８日閣議決定） 

・地域における迅速な社会資本整備を進めるため、所有者不明土地の円滑な利活用や管理を図るための仕組みの充実

等を図る（第１４章９．) 

○成長戦略フォローアップ（令和３年６月１８日閣議決定） 

・成長戦略実行計画に基づき、以下の具体的施策を講ずる。（略）新たな日常にも対応する調査手法を活用した地籍

調査等を推進する。（１３．（９）） 

○国土強靱化基本計画（平成３０年１２月１４日閣議決定） 

・市街地等の地籍調査の推進や登記所備付地図の作成により、大規模災害時の救急救命活動や復旧活動を支える緊急

評 価 

 

Ｂ 

 

目標値：①８７％、②５７％（令和１１年度） 

実績値：①７９％、②５２％（令和２年度） 

初期値：①７９％、②５２％（令和元年度） 



輸送道路等の整備、道路の斜面崩落防止などの防災関連事業の計画的実施や災害後の円滑な復旧復興の確保を図る取

組を推進する。（第３章２（１２）） 

○防災・減災・国土強靱化のための３か年緊急対策（平成３０年１２月１４日閣議決定） 

・地籍調査緊急対策（第３章Ⅰ（１）） 

○土地基本方針（令和３年度５月２８日閣議決定） 

・国土調査事業十箇年計画（令和２年５月 26 日閣議決定）に基づき、新たな調査手続の活用や地域の特性に応じた

効率的な調査手法の導入の促進による地籍調査の円滑化・迅速化を図り、土地に関する基礎的情報である境界の明確

化を推進することで、所有者不明土地の発生抑制に貢献する。（第二３.（２）） 

・防災やまちづくりの観点からも重要な地籍調査について、国土調査事業十箇年計画に基づき、筆界案の公告による

調査、現地立会いによらず図面等を用いた境界の確認など、所有者が所在不明の場合や遠隔地居住等の場合でも調査

が進められるような新たな調査手続の活用や、都市部における官民境界の先行的な調査、山村部におけるリモートセ

ンシングデータの活用など、地域の特性に応じた効率的な調査手法の導入を促進し、調査の円滑化・迅速化を図る。

（第四１.） 

・土地に関する各種調査においても、リモートセンシングデータを活用した山村部における効率的な地籍調査の導入

を促進する等、デジタル技術を活用した効率的な調査の実施を進める。（第五５.） 

・（略）地籍調査における現地立会いによらず図面等を用いて境界を確認する調査手続の活用やリモートセンシング

データを活用した調査手法の導入の促進等、「新たな日常」への対応を踏まえた土地に関する施策の展開を進める。（第

五６.） 

○防災・減災・国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年１２月１１日閣議決定） 

・防災・減災の基盤となる地籍調査重点対策（第２章１（１）） 

 【閣決（重点）】 

○社会資本整備重点計画（令和３年５月２８日閣議決定）「第３章、第４章に記載あり」 

 【その他】 

○東日本大震災からの復興の基本方針（平成２３年７月２９日東日本大震災復興対策本部決定） 

・土地の境界の明確化を推進する（５（１）③（ⅳ）） 

○所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（令和３年６月７日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚

会議決定） 

・土地の適切な利用の基礎データとなる地籍調査に関し、固定資産課税台帳の情報の利用等による所有者探索の合理

化や所有者不明の場合等でも調査が進む手続の活用、地域特性に応じた効率的な調査手法の導入、優先実施地域にお

ける重点実施等を盛り込んだ第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、引き続き、円滑かつ迅速に推進する。また、

これらの手法の普及が進むよう、地方公共団体へ支援を行うとともに、当該計画の進捗目標を達成するため必要とな

る予算の確保に努める。（３） 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

－ 

 

－ － ① ７９％ 

② ５２％ 

① ７９％ 

② ５２％ 

 

 
 



 
 

 

主な事務事業等の概要 

①地籍調査（◎） 令和元年度予算額：12,978,020 千円、令和２年度予算額：12,047,020 千円 

※令和元年度予算額のうち 4,971,000 千円、令和２年度予算のうち 5,640,000 千円は社会資本総合整備事業の社会資

本整備円滑化地籍整備事業分。 

地籍調査は、国土調査法に基づき、一筆毎の土地について、所有者、地目、地番を調査するとともに、境界の測量、

面積の測定を行い、その結果を、地図（地籍図）及び簿冊（地籍簿）にまとめるものである。地籍調査の実施主体は

地方公共団体等（主に市町村）であるが、地籍調査に係る経費の一部については国が負担することと定められている

ことから、都道府県に対し、地籍調査費負担金等を交付し、市町村等による地籍調査を推進する。 

②基本調査（◎） 令和元年度予算額：140,414 千円、令和２年度予算額：178,638 千円 

 基本調査は国土調査法に基づいて実施しており、基本調査の成果は、市町村等により実施される後続の地籍調査の

基礎情報として活用される。令和元年度は、都市部において官民の境界情報（道路等と民有地の境界点及びそれを結

んだ線に関する情報）を調査し（都市部官民境界基本調査）、また、山村部ではリモートセンシングデータを活用し

て広域的に土地境界の基礎情報を調査した（山村境界基本調査）。令和２年度からは、効率的な調査手法により地籍

調査の基礎となる情報を整備し、当該手法の活用事例を蓄積・普及させることで、市町村等における効率的な地籍調

査手法の導入推進を図るための調査を行う（効率的手法導入推進基本調査）。 

 

③地籍整備推進（◎） 令和元年度予算額：138,499 千円、令和２年度予算額：137,761 千円 

国土調査法第 19 条第５項に基づき、所定の精度以上の地籍調査以外の測量成果を地籍調査と同等のものとして指

定し、地籍整備に積極的に活用している。特に、都市部における地籍調査の進捗が遅れているため、平成 22 年度か

ら都市計画区域内等を対象として、国が必要な助成（地籍整備推進調査費補助金）を行い、地方公共団体及び民間事

業者等が行った測量成果を積極的に活用している。 

 

④基準点測量等（◎） 令和元年度予算額：43,113 千円、令和２年度予算額：55,621 千円 

市町村等が地籍調査の実施を予定している地域に、国が設置した測量の基準点がない又は基準点の座標が現状と整

合しておらず効率的な地籍調査が実施できない場合において、市町村等の要望に基づき、国が四等三角点の設置又は

再測量を実施している。地籍調査に必要な基準点を適切に整備することにより、地籍調査を円滑に進めることが可能

となる。 

 

⑤ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化（◎） 令和元年度予算額：50,875 千円、令和２年度予算額：-千円 

 都市部の地籍調査をより一層推進するためには、市町村等による官民境界に関する調査・測量の成果及び民間等の

測量成果を有効活用し、現地立会いや現地測量を効率化した地籍調査の手法等について検討する必要があることか

ら、情報通信技術（ICT）の活用により、各種測量成果を蓄積する方法や、民間測量成果等の重ね合わせや座標調整

を行う方法の検討及び試行を行い、各種測量成果を活用して地籍調査を行う仕組みの構築を行い、都市部の地籍調査



をより一層推進する。 

 

⑥土地境界の明確化の推進（東日本大震災関連）（◎） 令和元年度予算額：110,996 千円、令和２年度予算額：124,500

千円 

被災地における復旧・復興の迅速化等に貢献するため、復旧・復興事業を計画している地域で市町村等が行う地籍

調査や、地震により現況とのズレが発生した地籍調査成果（基準点や地籍図等）の補正等に対し、地籍調査費負担金

を交付し、復旧・復興につながる地籍整備を支援する。 

（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備に係る施策に関するもの

である。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

令和２年度は、第７次国土調査事業十箇年計画の計画期間の初年度であり、初年度の段階では、目標達成に向け

た顕著な効果が発現していない。目標達成に向けて今後も引き続き取組んでいく必要がある。 

（① 全数 188,694 ㎢、現状（令和２年度末時点）149,321 ㎢） 

（② 全数 287,966 ㎢、現状（令和２年度末時点）149,321 ㎢） 

（事務事業等の実施状況） 

① 地籍調査 

・地籍調査による政策効果を考慮し、より効果的な地籍調査が実施されるよう、重点分野（社会資本整備、防災対

策、まちづくり、森林施業・保全、所有者不明土地対策）の施策と連携した地籍調査を重点的に支援した。 

 

② 基本調査 

・市町村等が行う地籍調査に必要な基礎的な情報を整備するための基本調査を国が実施し、進捗の遅れている都市

部及び山村部の地籍整備を以下のとおり推進するとともに、効率的な調査手法について、活用事例の蓄積・普及を

行った。 

都市部：特に南海トラフ地震に伴う津波浸水被害想定地域等の地籍調査の必要性が高い地域で、優先的に調査

を実施。 

山村部：土砂災害警戒区域等の早急な地籍調査の実施が必要な地域で、優先的に調査を実施。 

 

③ 地籍整備推進 

・国土調査法第 19 条第５項に基づく民間事業者等による地籍調査以外の測量成果の活用を促進し、地籍整備を推

進した。 

 

④ 基準点測量等 

・地籍調査に必要な基準点を適切に整備した。なお、平成 29 年度より、ＧＮＳＳ測量等による効率的な地籍測量

を可能とするため、新規に導入したＧＮＳＳ測量型の新たな四等三角点を設置することにより、円滑な地籍調査の

実施を推進した。 

 

⑤ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化 

・官民境界情報等の活用に向けた検討を進めた結果、各種情報を蓄積する方法やこれを活用した地籍調査の進め方

について結論が得られ、都市部における地籍調査の効率化に向けた環境が整った。 

 

⑤ 土地境界の明確化の推進（東日本大震災関連） 

・被災地における地籍調査の実施状況に合わせ、測量成果の補正の実施を支援するなど、被災自治体の早期復興に

貢献した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

令和２年度は、第７次国土調査事業十箇年計画の計画期間の初年度であり、初年度の段階では、目標達成に向け

た顕著な効果が発現していないことから、Ｂ評価とした。 

今後も引き続き、必要な予算の確保に向けて努力するとともに、同計画に基づき、地籍調査の円滑化・迅速化を

図る。具体的には、所有者探索のための固定資産課税台帳等の情報の利用、筆界案の公告による調査、地方公共団

体による筆界特定の申請など、所有者不明等の場合でも調査を進められるような新たな調査手続の活用や、都市部

における官民境界の先行的な調査（街区境界調査）、山村部におけるリモートセンシングデータの活用など、地域

の特性や技術の進展に応じた効率的な調査手法の導入を、関係省庁において連携を図りつつ促進する。その際、有

識者等の派遣や基本調査の実施による効率的な調査手法の実施事例の蓄積及びその普及、地方公共団体と法務局と

の連携の促進などを通じ、地方公共団体等への継続的な支援に取り組む。 

この際、防災対策、社会資本整備、都市開発、森林施業・保全、所有者不明土地対策等の施策と連携した地籍調

査を戦略的に推進する。 

あわせて、国土調査法第 19 条第５項に基づく民間事業者等による地籍調査以外の測量成果の活用促進等を通じ



て、地籍整備を一層推進していく。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：不動産・建設経済局 地籍整備課 (課長 佐々木明徳) 

 

 



業績指標 127 

 土地分類基本調査（土地履歴調査）を実施した面積* 

 

 

（指標の定義） 

土地分類基本調査の対象面積（人口集中地区及びその周辺を対象とした 38,000k ㎡）に対する土地分類基本調査

（土地履歴調査）の実施面積の割合。土地履歴調査の面積について、初期値は令和元年度末時点の実施面積 18,000k

㎡、目標値は令和 11 年度までの実施面積 38,000k ㎡。 

（目標設定の考え方・根拠） 

第 6 次国土調査事業十箇年計画（平成 22 年 5月閣議決定）において土地本来の自然条件、過去の改変状況等の把

握のため、東京、大阪名古屋を中心とした三大都市圏を中心に全国 18,000k ㎡を対象に調査を開始、令和元年度

に完了した。 

第 7 次国土調査事業十箇年計画（令和 2 年 5 月閣議決定）において、緊急に情報を整備する必要性が高い人口集

中地区及びその周辺部 20,000k ㎡を対象に調査することとしている。国土調査法に基づく土地分類基本調査の一

環として、土地の安全性に関連する、土地本来の地形、過去からの土地の人工的な改変状況、土地利用の変遷及

び災害履歴情報等を調査する土地履歴調査を実施しており、同計画期間の最終年度の令和 11 年度までに調査実施

面積の割合を 100%とすることを目標とする。 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 該当なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

○国土調査法（昭和２６年法律第１８０号） 

○国土調査事業十箇年計画（令和２年５月２６日閣議決定） 

  ○地理空間情報活用推進基本計画（平成２９年３月２４日閣議決定）「第２部１．（１）①に記載あり」 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値（％） （年度） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

- - - ４７ ５３ 

 

 
 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：１００％（令和１１年度） 

実績値：５３ ％（令和２年度） 

初期値：４７ ％（令和元年度） 



 

主な事務事業等の概要 

 土地本来の自然条件と過去に行われた地形の人工改変履歴及び過去の災害発生履歴等の土地の成り立ちに関す

る調査を実施し、インターネットで広く一般に提供することで、土地の安全性に関わる基礎的な情報として土地利

用計画等の策定、防災対策等に資する。 

  予算額：３５百万円（令和元年度） 

６７百万円（令和２年度） 

   

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

令和元年度にこれまでの目標を達成。令和２年度は新たな目標を設定し、この目標達成に必要となる面積を実施

できた。引き続き、手法の効率化を検討するなどして、目標達成に向けて調査を推進する。 

（事務事業等の実施状況） 

令和２年度は、南海トラフ地震の災害想定地域を含む豊橋地区、岡崎地区、呉地区、福山地区を対象として、人

口集中地域や過去の災害発生履歴による災害リスク等も考慮した実施範囲を設定し、調査を実施した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

 業績指標については、現時点では目標達成に必要となる面積の調査を実施できているが、今後も引き続き効率的

な調査手法の導入を検討することとし、Ａと評価した。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 国土政策局総合計画課国土管理企画室（大臣官房参事官（土地利用担当） 横山 博一） 

関係課：  

 


